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年齢層 男　性 女　性 男　性 女　性
15-19歳 18.6  7.0 22.9 11.1 
20-24歳 62.2 38.3 75.7 39.6 
25-29歳 91.0 41.9 93.3 42.6 
30-39歳 95.9 36.5 96.4 45.4 
40歳以上 70.0 24.5 77.1 37.8 
（出所）　参考文献③ p.９表３、４より筆者作成。

















orker ） である。 雇用
主の九割、また自営の四分の三が男性である一方、無償家族労働者は八割近くが女性である。このようななかで、女性の就業機会に果たす雇い主としての公共部門の役割が相対的に大きいことがわかる。　
大分類でみた産業別就業構造は、
第一次産業の就業者シェアは一九九二年の四二・二％から二〇一三年は二九・四％に縮小しているのに対し、第二次産業は 〇・一％から二六・六％に、また第三次産業は三七・七％から四三・九％にシェアを拡大させている（北部州および東部州をのぞく） 。第一次産業の の縮小を第二次産業と第三次産業が分け合うような形で就業者を増加させている。一方、産業別名目ＧＤＰ は、第一次産業が一九九二年の二一・一％から二〇一二年は一一・一％に、第二次産業は二六・五％から三一・五％に、また第三次 は五二・五％から五七・五％になっている（参考文献②） 。スリランカ最大の産業はこのように第三次産業であるが、第二次産業もこの間、着実にシェアを伸ばしている。　
内戦終結後の賃金・所得に関す
る動向としては次 諸点が指摘で
きる。二〇一三年の月ぎめの稼得者の平均月収は都市部が二万九三三九ルピー、郡部が二万一三七二ルピーであった これに対して日雇い労働者の平均月収は都市部が一万五七三九ルピー、郡部が 万二九七二ルピーである（参考文献③） 。このように賃金・所得は部よりも都市部のほうが高いがこの所在地間の格差は日雇い労働者よりも月ぎめ稼得者に顕著
（注）　北部州および東部州をのぞく。
（出所） 　Department of Census and Statistics, Sri Lanka Labour Force Survey Annual Report - 




















































全体 男性 女性 全体 男性 女性
全体 100.0 100.0 100.0 全体 100.0 65.3 34.7 
被用者 55.7 56.6 54.0 被用者 100.0 66.4 33.6 
　うち公共部門 15.1 12.8 19.4 　うち公共部門 100.0 55.4 44.6 
　うち民間部門 40.6 43.9 34.6 　うち民間部門 100.0 70.5 29.5 
雇用主 3.0 4.2 0.9 雇用主 100.0 89.7 10.3 
自営 32.2 36.2 24.6 自営 100.0 73.5 26.5 
無償家族労働者 9.1 3.0 20.5 無償家族労働者 100.0 21.5 78.5 
（注）　「自営」は “Own Account Worker”、「無償家族労働者」は ”Contributing Family Worker” の訳。
（出所）　参考文献③ p.16表４，５をもとに筆者算出。
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産業・職業にかかわ それぞれ同人数の労働者および使用者からなる三者構成の各賃金委員会が決定する。賃金委員会法のほ に最低賃金に関連するも として、店舗および事務所労働者（雇用と報酬規制）法にも最低 に関する規定があるが、本法の同規定は機能していない。また賃金委員会は民間部門の指定産業・職業以外には適用されな 。スリランカでは全国最低賃金の制定が課題になっている。　
労働組合が組織されている職場
では通常、労使による団体交渉によって賃金をはじめとする労働条件が決定される。法制度上は、労働争議法の一九九九年の改正で、
四〇％以上の従業員を組織する労働組合との団体交渉の拒否は使用者の不当労働行為であると規定されている。団体交渉の実施および労働協約 締結は、民間部門では（たとえば産業レベルよりも）企業レベルでのも が多い。ただし労働組合組織率は明確ではなく、おそらく一〇％程度かそれを下回ると考えられる。したがって団体交渉・労働協約による賃金に関する直接的な規制は、労働組合 組織化状況を基準とすると、スリランカでは就業者の一割をカバーするにすぎない。もっ もプランテーショ 産業では産業別が締結されているので、実際のカバー率はこれより高くなると考えられる。団体交渉を経て締結される労働協約の期間は通常二～三年である。賃金をめぐる団体交渉したがって、二～三年ごとの頻度で行われる。正式な形で締結された労働協約には法的な拘束力が生じる。　
スリランカの団体交渉の制度に
特徴的なのは、使用者団体であるセイロン使用者連盟（ＥＦＣ）の果たす役割であ ＥＦＣはスリランカ最大の使用者団体 、加盟企業は主に比較的規模 大きい民
間企業である。加盟企業・組織数は五六八社（二〇一四年） 、また加盟組織で働く労働者数は五五万～六〇万人に上る。ＥＦＣの加盟企業で労働 合が組織されているのは三 四割程度だが、注目されるのは、労働組合が組織されている加盟企業のうち一〇〇社以上が、今日においても団体交渉の際 ＥＦＣに協力を要請し、実際、ＥＦＣは交渉にかかわり 最終的な労働協約の証人として署名することが見受けられる点である。つまりＥＦＣは、加盟企業は限定的である一方、労使関係 使用者側代表性に関して、集約的なおもむきをみせる。　
それに対して労働組合は、多く
の組織・連合団体が政治政党と強いかかわりを持ちながら組織されている。すなわち、論点ごとに共同歩調を取ることはあっても、労働運動は分裂状況にある。同時に、スリランカでは制度的にも複数組合が存在しやす 。たとえば公官庁の労働組合は、民間部門の労働組合と連合団体を形成するこ が認められていない。公官庁内の労働組合の連合体についても 同一省内の諸組合による連合 、および同一職務に従事する 者によ










雇されるなど、不当行為が行われることがある（ＦＴＺ＆ＧＳＥＵ事務局長アントン・マーカス氏への聞き取り、二〇一三年八月八日） 。同時にＦＴＺで結社の自由、団体交渉権が制約されている一因ともなっているのが、従業員協議会である。従業員協議会は労働者・従業員との意思疎通を労働組合の結成および団体交渉を通じてではなく本機構を通じ 行うという、労働組合の代替としての位置づけで、その導入にはＦＴＺの推進を図るスリランカ投資庁（ＢｏＩ）の強い意向が いている。しかし法的根拠はない（参考文献④） 。従業員協議会は企業が財政面で運営を支えるため、企業 意向を受けやすい。　
最後に、図２は一九七七年以降
の公共部門を除くストライキ件数をまとめたもの ある 内戦が終結した二〇〇九年以降、キは増加傾向にある。ラージャパクサ前大統領政権のもと、結社の自由や団体交渉権 侵害が進み、労働運動への締め付けが厳しくなっていたなかで、ストライキ件数が増加傾向にある点 注目するべきである。 組合がスリランカの全労働者を代表しているとは決
していえない状況にあって、それだけ労働者側の不満がたまってきているということである。　
前政権下で主要労働組合はとり
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（出所） 　Department of Census and Statistics, Statistical Abstract of the Democratic Socialist Republic of Sri 
Lanka（各年版）および Ministry of Labour and Labour Relations, Labour Statistics（各年版）より
筆者作成。
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